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http://www.jaea.go.jp/01/1_13.shtml

JAEAの 
ミッション 

JAEAの 
スローガン 

JAEAの 
基本方針 

JAEAの 
行動基準 
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理　事　長 
副理事長 
理　事 

安 全 研 究 セ ン タ ー  

先 端 基 礎 研 究 セ ン タ ー  

原子力基礎工学研究部門 

量子ビーム応用研究部門 

核 融 合 研 究 開 発 部 門  

次世代原子力システム研究開発部門 

核燃料サイクル技術開発部門 

地 層 処 分 研 究 開 発 部 門  

バ ッ ク エ ン ド 推 進 部 門  

（研究開発部門） 

（研究開発拠点） 

経 営 企 画 部

総 務 部

監 査 室

法 務 室

人 事 部

労 務 部

財 務 部

契 約 部

（運営管理部門） 

安 全 統 括 部

広 報 部

産 学 連 携 推 進 部  

国 際 部

建 設 部

研 究 技 術 情 報 部  

システム計算科学センター 

核不拡散科学技術センター 

原 子 力 研 修 セ ン タ ー  

原子力緊急時支援・研修センター 

東 京 事 務 所

（事業推進部門） 

監　  事 

□
敦

賀

本

部

 

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー 

原
子
炉
廃
止
措
置
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー 

□
東
海
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー 

原

子

力

科

学

研

究

所

 

核
燃
料
サ
イ
ク
ル
工
学
研
究
所 

国
際
原
子
力
情
報
・
研
修
セ
ン
タ
ー 

Ｊ
ー
Ｐ
Ａ
Ｒ
Ｃ
セ
ン
タ
ー 

大
洗
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー 

那

珂

核

融

合

研

究

所

 

高
崎
量
子
応
用
研
究
所 

関

西

光

科

学

研

究

所

 

幌
延
深
地
層
研
究
セ
ン
タ
ー 

東
濃
地
科
学
セ
ン
タ
ー 

人
形
峠
環
境
技
術
セ
ン
タ
ー 

青
森
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー 

敦賀本部 
「もんじゅ」における高速増殖炉サイクル技
術の研究開発、「ふげん」における廃止措
置研究、FBRサイクル総合研修を実施 

人形峠環境技術センター 
ウラン濃縮関連施設の廃止措置を
実施 

関西光科学研究所 
レーザーを用いた光量子科学研究
や放射光科学研究を実施 

高崎量子応用研究所 
イオンビーム、電子線、ガンマ線等、荷電
粒子・RIの利用技術の高度化と実用化を
目指した研究開発を実施 

那珂核融合研究所 
ITER計画推進、核融合プラズマ研究開発、
核融合工学研究開発を実施 

大洗研究開発センター 
常陽、照射後試験施設等を用いた高速増殖
炉サイクル実用化研究開発を実施、高温ガ
ス炉とこれによる水素製造技術の研究開発
を実施 

東海研究開発センター 
安全研究、原子力基礎工学研究、先端基礎
研究、中性子利用研究の推進、放射性廃棄
物処理・処分研究、プルトニウム燃料加工開
発、軽水炉再処理技術開発、核燃料サイクル
研究開発、研修事業を実施 

J-PARCセンター 
大強度陽子加速器施設を高エネルギー
加速器研究機構と共同で運営 

青森研究開発センター 
原子力第一船原子炉の廃止措置、核融合エ
ネルギー実現に向けた幅広いアプローチ
技術の基盤構築を実施 

東濃地科学センター 
高レベル放射性廃棄物処分研究（結晶質
岩系対象）を実施 

幌延深地層研究センター 
高レベル放射性廃棄物処分研究（堆
積岩系対象）を実施 
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動
燃
改
革 

「日本原子力研究所」 
発足 

「原子燃料公社」 
発足 

「日本原子力船研究開発事業団」 

独
立
行
政
法
人
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
設
立 

「核燃料サイクル開発機構」 
発足 

「動力炉・核燃料開発事業団」 
発足 

1956年（昭和31年） 

1956年（昭和31年） 1967年（昭和42年） 1998年（平成10年） 

2
0
0
5
年（
平
成
17
年
）10
月
1
日 

現
　
在
 

日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
法 

成
立 

特
殊
法
人
等
整
理
合
理
化 

計
画（
閣
議
決
定
） 

2
0
0
4
年（
平
成
16
年
） 

2
0
0
1
年（
平
成
13
年
） 

1
9
8
5
年 

（
昭
和
60
年
） 

統
　
合 

0
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300,000

2005年度 2006年度 2007年度 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
予算（百万円） 人員（人） 

99,274

48,905

61,216

209,395
195,031200,394

4,386 4,248 4,157

原子力機構 サイクル機構 原研 予算： 
人員： 
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主要事業の状況  
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第1段階 

要素技術規模 

■概念の成立性に係るデータの
整備 

・要素技術の研究開発による革
新的な技術の具体化 

 
■適切な実用化像の明確化 
・要素技術の研究開発成果を反
映した高速増殖炉サイクル実
用施設の概念設計研究（導入
期、平衡期） 

 
■実用化に至るまでの研究開発
計画の提示 

・実証炉及び燃料サイクル実証
施設の概念設計 

・上記施設における実証試験内
容の具体化 

（2015年頃） 

実
証
試
験
が
開
始
で
き
る
レ
ベ
ル 

第2段階 

実用化を見通せる規模 

■革新的な技術の実証と 
　研究開発目標を達成できる 
　見通しの取得 
・実証炉及び燃料サイクル実証 
　施設を用いた総合的な実証 
 
 
 
■高速増殖炉サイクル実用施設 
　の設計への実証試験成果の 
　反映 
・実証試験の成果を反映した 
　高速増殖炉サイクル実用施設 
　の概念設計 

実
用
施
設
の
導
入
が
開
始
で
き
る
レ
ベ
ル 

第3段階 

実用規模 

■研究開発目標の達成確認 
・実用施設としての経済性・ 
　信頼性の確認 

（2050年頃）

商
業
ベ
ー
ス
で
の
本
格
導
入
が
開
始
で
き
る
レ
ベ
ル 

 

実用炉及び実用サイクル施設 
のイメージ 

技術体系の整備 革新技術の実証 実用化推進 
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http://www.jaea.go.jp/04/nsed/naht/index.html

現 在  研究開発 実 証  商 用  

2030 2050

・HTTRによる基盤技術の 
　確立 
　各種特性試験 

原子炉技術 

・コンパクト中間熱交換器の 
　開発 
・水素製造技術 
　　　効率の向上 
　　　耐腐食材料の開発 
　　　信頼性の向上 
 

熱利用技術 

・燃料の高燃焼度化、高温化 
・黒鉛構造物の長寿命化 
・金属材料クリープ評価 
　手法の高精度化 

原子炉技術 

・原子力による水素製造実証 
・高温隔離弁大型化 
・閉サイクルガスタービン 
　システムの運転・制御 
　技術確立 

熱利用技術 

ISプロセス水素製造設備 

GTHTR300C

商用高温ガス炉 

多目的利用 

5-60 万kWt 
950 ℃ 
5.4 W/cc 
120 GWd/t

発　電 

5-60 万kWt 
850 ℃ 
5.4 W/cc 
120 GWd/t

早期商用 
HTTR

（熱出力） 
（原子炉出口温度） 
 
（出力密度） 
（燃焼度） 
 

3 万kWt 
 

850 / 950 ℃ 
 2.5 W/cc 
22 GWd/t 
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環境配慮活動の取組体制  
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原子力科学研究所 
核燃料サイクル工学研究所 
大洗研究開発センター 
高速増殖炉研究開発センター 
原子炉廃止措置研究開発センター 
那珂核融合研究所 
高崎量子応用研究所 
関西光科学研究所 
幌延深地層研究センター 
東濃地科学センター 
人形峠環境技術センター 
青森研究開発センター 
 

（環境配慮活動の総理） 
 

（委員長：安全担当理事　　事務局：安全統括部環境配慮促進課） 
 

（機構全体としての拠点等の調整・取りまとめ部門） （環境配慮活動の総括･推進） （拠点等の環境配慮活動への協力） 
 （

建
設
・
解
体
工
事
） 

広
報
部
長

 

(

助
言
・
協
力) 

 

（
グ
リ
ー
ン
購
入
） 

 (

環
境
報
告
書
作
成
・
公
表) 

安
全
統
括
部
長 

 

拠点等 

拠点長 
（環境配慮活動 
の総括） 

上記以外の 
拠点等の長 
（環境配慮活動 
の推進） 

本部　総務部 
システム計算科学センター 
原子力緊急時支援・研修センター 
東京事務所 
敦賀本部　業務統括部 
国際原子力情報・研修センター 
 

研究開発 
部門長 

協力 

環境委員会 
 

理 事 長  

建
設
部
長

 

財
務
部
長

 

契
約
部
長
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その他：LPG、ガソリン、灯油、都市ガス 

電力 
88 %

軽油 1.6 % その他 0.5 %

A重油 
10 %

6,400 TJ

2006年度 2007年度 

その他：LPG、ガソリン、灯油、都市ガス 

0

200

400

600

800

1,000

1,200
（TJ） 

2005年度 

1,000 TJ

850 TJ
800 TJ

A重油 

軽 油 

A重油 

軽 油 

A重油 

軽 油 

その他 その他 

その他 

その他：青森、東濃、国際セ、幌延、本部、NEAT、敦賀、東京地区 

原科研 
25 %

ｻｲｸﾙ研 
26 %

大洗 
13 %

那珂 
8.1 %

ふげん 
5.5 %

もんじゅ 
13 %

関西研 2.2 %

人形 3.1 %
その他 1.7 %

6,400 TJ

高崎 2.7 %
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その他：焼却、浄化槽 

電力 
72 %

代替フロン等3ガス 
9.7 %

その他 0.1 ％ 

化石燃料 
19 %

30 万t-CO2

2005年度 2006年度 
0

5

10

15

20

25
21万 22万 

2007年度 

22万 

（万t・CO2） 

7.0万 

5.9万 

A重油 

軽 油 
その他 

A重油 

軽 油 

（万t・CO2） 

2005年度 2006年度 
0

1

2

3

4

5

6

7

8

5.6万 

A重油 

軽 油 
その他 

2007年度 

その他 

その他：LPG、ガソリン、灯油、都市ガス 
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340

290
270

（t） 

2005年度 2006年度 2007年度 
0

50

100

150

200

250

300

350

400

本部 
5.2 %

原科研 
29 %

その他 6.3 %

ｻｲｸﾙ研 
19 %

大洗 
13 %

那珂 4.5 %

東京地区 
4.1 %

敦賀 2.9 %

もんじゅ 
6.7 %

270 t

人形 2.6 %
ふげん 2.4 %

高崎 2.2 %
関西研 2.2 %

その他：国際セ、青森、幌延、東濃、NEAT
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自主保安活動の推進による作業安全の

確保

一人ひとりの危険に対する感受性及び

安全意識の向上と、教育訓練の充実

健康管理の充実と労働衛生活動への積

極的な取り組み

安全の確保を最優先とする。

法令・ルールを遵守する。

リスクを考えた保安活動に努める。

双方向のコミュニケーションを推進

する。

業務の目標を定めて、定期的にレビュー

する。
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http://www.jaea.go.jp/01/anzen/index.html
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http://www.jaea.go.jp/02/2_2.shtml
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